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（一社）日本画像医療システム工業会規格 

 

医用画像診断装置の耐震設計指針 
Guide for Earthquake-resistant Design of Medical Diagnostic Imaging Equipment 

 

序文    
１９９５年 1月の阪神淡路大震災の被災を契機に、医用画像診断装置（以下、画像診断装置あるいは単

に装置と呼ぶ。）が地震によって転倒・移動して直接的あるいは間接的に患者や医療関係者に危害を与え

たり、装置自身の機能喪失を招いたりすることを防ぐことを目的に、２０００年に JESRA X-0086
-2000

が制定

された。 

２０１１年３月には東日本大震災を経験し、これを契機に「医用画像診断装置の耐震設計指針｣ の見直し

を行い、JESRA X-0086*A
-2017

に改正した。
 

 

１．目的 

本指針は医用放射線装置をはじめとした医用画像診断装置等（以下「装置」と呼ぶ）を設置する際に、 

参照すべき耐震設計の基本条件を定め、地震による装置の移動・転倒・落下により直接あるいは間接的に

被験者や医療関係者に被害を与えたり、装置自身の機能喪失を招いたりすることを 防ぐことを目的として

いる。 

 

２．適用範囲   
本指針は、医用画像診断装置を構成するユニットで質量 100kg以上のものの設置に際して参照すべき耐

震設計の基本条件について定め、臨床用途を妨げない範囲で適用する。 

ここで使用している数値はあくまで基準値であり、各自の責任のもとで実施すること。 

 

３．用語の意味 
   この規格で用いる主な用語の定義は、次による。 

（１）地震の加速度（α）    

地震の振動加速度の最大値という。 

（２）設計用地震力（Ｆ） 

地震によって装置の重心に働くと想定する慣性力。 

（３）設計用震度（K）     

質量 Mの物体に地震の加速度αが加わると想定した場合に、物体の重心に働く地震力 F 

は、重力加速度をｇとして次式で示される。 

           Ｆ＝Ｍ・α＝K・Ｍ・ｇ 

    このときの K（＝α/ｇ）を設計用震度と呼ぶ。 

    地震の報道などで使用される震度は、気象庁が定めて加速度の大きさによる等級（震度階） 

であり、 ここでの震度とは異なる。 

 

  （４）コンクリートの設計基準強度（Fｃ） 

      構造計算において、基準とするコンクリートの圧縮強度のことであり、材齢は 28日を標準としている。 

コンクリートの許容強度は、この圧縮強度を基準にせん断強度、引張強度などを表す。 
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４．耐震計算上の基本条件 
４.１ 設計用地震力（Ｆ） 

地震の際に装置の重心に加わると想定する設計用地震力としては、水平地震力ＦＨと 

鉛直地震力Ｆｖを考える。 

設計用水平地震力ＦＨは、次式に示すように設計用水平震度 KＨに機器の質量Ｍと重力 

加速度ｇを乗じた力とする。 

ＦＨ＝KＨ・Ｍ・ｇ                                        （４．１式） 

  設計用鉛直地震力Ｆｖは、次式による。 

Ｆｖ＝Kｖ・Ｍ・ｇ＝（1/2）ＦＨ                                      （４．２式） 

本指針では設計用鉛直地震力Ｆｖは設計用水平地震力ＦＨの 1/2 と規定している 

      設計用水平震度 KHは、装置が設置される建物が非免震建築物か免震建築物かにより、 

４．２項又は４．３項により求める。 

     設計用鉛直地震力Ｆｖは、装置が免震建築物に設置される場合でも非免震建築物と 

して求める。ただし、設計用鉛直地震力Ｆｖが免震建築物の構造設計者から得られる場合 

には、その値を用いる。 

 

４.２ 設計用水平震度（KＨ） 

動的解析が行われない通常の構造の建築物については、次式で求める。 

設計用水平震度 KＨの値は、地域係数Ｚ、設計用標準水平震度 Kｓにより、次式で求 

める。 

KＨ＝ Ｚ・Kｓ                                           （４．３式） 

 

（１）地域係数 Zは、地域による地震活動の差異を考慮する係数で、建築基準法施行令第 

８８条の規定に基づく昭和５５年建設省告示第１７９３号（表４．３）による。 

  

（２）設計用標準水平震度 Kｓは施設の重要度に応じて（表４．１）の値とする。 

一般に、災害応急活動の拠点となる病院に関しては耐震クラス Sを適用し、それ以外に関しては

耐震クラス Aを適用する。  

ただし、指定されたクラスの震度に耐えるためには、機器側の対応だけでは十分でなく、床の 

コンクリート強度や厚さなど建物の構造にも大きく左右されることに留意する必要がある。 

 

表４．１   設計用標準水平震度 （Kｓ） 

      
上層階の定義 

・２～６階建ての建設物では、最上階を上層階とする。 

・７～９階建ての建設物では、上層の２層を上層階とする。 

・１０～１２階建ての建設物では、上層の３層を上層階とする。 

・１３階建て以上の建築物では、上層の４層を上層階とする。 

中間階の定義 

・地下、１階を除く各階で上層階に該当しない階を中間階とする。 
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４.３ 免震構造の建築物における設計用水平震度（KＨ） 

免震構造の建築物の場合、構造体の設計において動的解析が行われ、各階の振動応答加速 

度Ｇｆ（ｍ/s２）が与えられる。この場合の設計用水平震度 KＨは次により求める。各建物毎に応答加 

速度が違うため、応答加速度を確認の上計算をすること。 

 

（１）設計用水平震度（KH） 

K
/

Ｈの値を（４．４式）で求め、（表４．２）を用いて KHを定めることができる。 

なお、個別の詳細設計を行う場合においては、K
／

Ｈの値そのものを採用しても良い。 

K
／

Ｈ＝（Ｇｆ/ｇ）・K2・Ｄｓｓ・Ｉｓ                               （４．４式） 

K
／

Ｈ   ： 建築物の動的解析が行われている際の設計用水平震度 

Ｇｆ   ： 各階床の振動応答加速度（ｍ/s2） 

ｇ    ： 重力加速度  9.8（ｍ/s2） 

K2   ： 機器の応答倍率で堅固に据付けられた機器として K2＝1.5 とする。 

Ｄｓｓ  ： 機器据付用構造特性係数 

振動応答解析が行われていない機器の据付・取付の場合は 

Ｄｓｓ＝２/３とする。 

Ｉｓ    ： 機器の用途係数 

災害応急活動の拠点となる病院  ＝ 1.5 

上記以外                     ＝ 1.0 

 

表４．２  建築物の動的解析が行われている際の 

設計用水平震度 KＨ 

設計用水平震度 KH K
/

Ｈの値 

耐震クラス S 耐震クラス A 

１．０ ０．６ ０．６３以下 

１．０ １．０ ０．６３を超え１．１０以下の場合 

１．５ １．５ １．１０を超え１．６５以下の場合 

２．０ ２．０ １．６５を超える場合 

 

      (例)：免震構造の建物で、一般的に振動応答加速度Ｇｆを０．３ｍ/（s2）とした場合、KH＝０．６相当   

になる。 

 

 

（２） 設計用鉛直震度（KＶ） 
Kｖ＝ （１/２）KＨ                                                                （４．５式） 

ただし、免震構造の建築物の設計用鉛直震度は特に解析されていない場合には（表４．２）の 

KH値の１/２とする。 
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表４．３  地域係数 Zの数値 
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５. 装置の耐震性 
画像診断装置は、以下のような耐震性を有すること。 

（１）  据付装置は、（２）項に該当するものを除き、設計用地震力が作用しても転倒したり動いたりしな 

いように固定できる構造とすること。 

装置には、水平地震力 FＨと鉛直地震力 Fｖが同時に重心に作用するものとする。 

（２）  壁際に設置する制御装置収納キャビネット（以下、制御キャビネットと呼ぶ。）に関しては、床及び 

壁に固定できる構造にすること。 

（３）  地震時における装置各部の破損が患者や操作者に危害を及ぼす可能性があるならば、その 

部分の強度は IEC60601-1による。 

（４）  キャスタ付の装置は、移動時及び非使用時には１０°、使用時には５°傾斜で転倒しない 

安全性を有すること。 

キャスタのタイヤ回転は、対角位置の２箇所をロックできることが望ましい。全面４箇所ロックよりも対

角２箇所のロックの方が、転倒に対して有利となるので、対角２箇所のロックを推奨することを取扱

説明書に記載することが望ましい。 

（５）  床上式保持装置の床上走行と天井式保持装置の天井走行に関しては、通電時には少なくとも 

自重の６％に相当する力で動かないようなブレーキまたはロックを持つこと。 

また、非通電時には、少なくとも自重の３％に相当する力で動かないように、ブレーキまたはロックを 

持つかあるいは所定の場所に置いて保持装置の移動を防ぐための手段を講じること。 

（６）  床上式保持装置の床上走行と天井式保持装置の天井走行に関しては、保持装置に働く設計用 

水平地震力 FHを受けても脱落しないストッパを走行部の端に設けること。また必要に応じて適切な 

緩衝手段を設けること。 

   

６. 装置の固定設置の手順 

（１） 装置を設置する建物の地域、階数より、機器が受ける地震力を決める。 

（２） 装置配置計画を確認する。 

（３） 装置の固定方法について据付マニュアルを確認する。 

（４） 固定する床や壁及び天井の構造、材質を確認する。 

（５） アンカーボルトにかかる力を計算する。 

（６） 装置付属のアンカーボルトで良いかを検討して不可だと判断したらアンカーボルトを変更す

る。 

（７） 直接アンカーボルト固定ができない装置の固定方法を検討して固定用具を選択する。 

（８） 床・壁の補強工事が必要な場合には、使用者、建築担当者と打合わせて、工事仕様を決め

る。 

（９） 使用者に固定方法とその耐震性について確認を受ける。 

（１０） 設置作業を行う。 

（１１） 必要に応じて、耐震計算書や写真の記録を保管する。 

 

７. 施設の構造・材料による固定方法  

装置の耐震固定とは、地震の加速度によって受ける外力に対して、装置が建築物の主要 

構造部（柱，梁，スラブ）と一体になることによって転倒や移動を防ぐことである。 

装置と主要構造部を結合する接点となるアンカーボルトは、母材（アンカーボルトを埋め込

む建築材）に固着され、さらに母材自身が主要構造部でない場合には母材が主要構造部と 

確実に固定されて、初めてその耐力が得られる。すなわち、装置を固定するには、予想される

アンカーボルトにかかる力に適した母材の存在が必須条件である。 
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 建築計画・施工においては、部屋の構造を装置固定できる強度をもった構造・材料とする 

こと。また、強度が不足する場合には補強材などを設けなければならない。 

 装置の設置時点においては、床・壁・天井の構造と材料が母材として特性をそなえていか 

判断断した上で適切に固定を行わなければならない。 

 

７.１ 床 

放射線施設の床には、通常次の４種類がある。 

 １．鉄筋コンクリートの床（スラブ）１（図７.1）                 

 一般的なコンクリートの床で、あと施工アンカーボルトの

耐力も十分期待できるが、穴あけ深さは、仕上げモルタル

厚さとアンカーボルト埋込み深さを加算したものでなければ  

ならない。 

  

 ２．コンクリートの床２（図７.2） 

 ケーブルピットが設けられるＸ線室の床構造。 

 コンクリートスラブの上にケーブルピットの枠を設置して  

 増打ちコンクリートで嵩上げする構造である。装置固定 

 に使用されるあと施工アンカーボルトはこの増打ちコンク 

 リートに埋込むことになるが、このコンクリートは JISで  

 コンクリート強度が定められていない種類が用いられて 

 いたこともあった。 

 そのような、コンクリートで施工されていると考えられる  

 場合は、質量が大きい装置の固定には接着系アンカー 

 ボルトを使用し、さらに耐力検査器で試験することが望ましい。 

  

 ３．デッキプレートの床（図７.3） 

 厚さ 1.2ｍｍの波形鉄板の上にコンクリートを打設 

する工法で、鉄骨構造のビルに多く見られ、 

ビル診療所のＸ線室はこの工法が多い。 

  使用されるコンクリートは軽量コンクリートもあ

り、また厚さが７５ｍｍしかないのであと施工アン

カーボルトの埋込み深さの制限を受けてＭ１２が

限界となる。 

  近年はフラットデッキが多くなっている。 

   アンカーボルトの耐力が得られない場合は 

 ボルトを床貫通させ、床の下端に設けた金物と 

 装置で床を挟み込んで固定する工法もある。 
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図７.2 
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 ４．フリーアクセスフロア（図７.4）                        

 ＯＡフロアとも呼ばれ床下で自由な配線ができるの

で、操作廊下やコンピュータ機械室に採用されるよう

になってきたが、床パネルは取り外しができる構造な

ので、装置固定を困難にしているだけでなく床パネ

ルが震災でずれ落ちた例が多く報告されてい   

る。 

 また装置固定には、床コンクリート面とパネルの        

間に鉄骨の箱を設置し、その箱を介して床コンクリ             

ートと装置をボルトで固定するなどの、非常に手間が 

 かかる固定法になってしまう。 

  

         フリーアクセスフロアは装置固定（Ｘ線ＣＴ装置・撮影寝台を除く）のために、次のような仕様でなけ

ればならない。 

 a.  耐震性・耐荷重性能があること。 

 ｂ.  床コンクリートからの床高さを１００ｍｍ程度として、アンカーボルトで直接コンクリートに 

 固定ができること。（図７.５） 

        ｃ.  床高さが１００ｍｍ以上の場合は、鉄骨架台を組んだ方が好ましい。 

 d.  Ｘ線ＣＴ装置などの重量があり、また振動する装置の設置床面部分は、必ずコンクリー 

 トまたは鉄骨架台にすること。 

           

   

 

図７．５のアンカーボルトの施工方法 

①パネルと床コンクリートに、パネルの上から穴をあける。 

●パネルの材質に適したドリルを選択する。 

●支持脚などを避ける。 

②金属拡張アンカーボルトの本体打ち込み式の本体を穴に挿入して、専用の打ち込み棒で

打ち込む。 

③適切な長さのボルトを本体にしっかりねじ込む。 

④ナットの締付力はパネルの強度を考慮する。 

 

図７.４ 

図７.５ 
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７.２ 壁 

放射線施設の壁には次の種類がある。 

１．コンクリート壁（図７.６） 

一般的なコンクリートの壁でＸ線室では厚さが 

およそ 200ｍｍで施工されているところが多い。 

あと施工アンカーボルトの耐力も十分期待でき 

るが、穴あけ深さは、仕上げモルタル厚さとアンカー 

ボルト埋込み深さを加算したものでなければならない。 

 

２．軽量鉄骨間仕切壁（図７.７） 

  床スラブから天井スラブの間に軽量鉄骨の間柱 

（スタッド）を立て、その両側に石膏ボードを貼りつけ 

たものである。 

  Ｘ線室にも石膏ボードに鉛板を貼りつけて施工され、 

最近の施設ではコンクリートの壁より多い。 

  ボードにはボード用アンカーボルト、スタッドには 

中空用アンカーボルト又はタッピングねじなどを利用 

して装置を固定するが、コンクリートに比べて壁自体 

の強度が小さく、どの程度の強度が確保できている 

のかの確認は困難である。 

  軽量鉄骨間仕切壁への固定はあくまで補助的な 

固定方法と考え、建築設計時に補助材の追加などを 

考慮する必要がある。 

  やむなく既存の壁に装置を固定しなければなら 

ないときは、適度の荷重によって壁が大きな変形や 

破壊が起きないよう、目安として次の限度を設定した。 

ただし、建築設計・施工者の指示がある場合には、その数値による。 

 

ａ．壁取付装置をボード用アンカーボルトで、直接ボードに取付けるとき、装置 

の質量は５ｋｇ程度を限度とする。 

ｂ. 壁取付機器を２本以上のスタッドに固定した合板（２０ｍｍ程度）に装置を取 

付けるとき、装置の材料は１０ｋｇ程度を限度とする。（図７.８） 

ｃ. キャビネットなどを床と壁に固定するとき（地震の時のみ壁に荷重がかる）、 

スタンド１本当りの短期許容引張力は３００Ｎ（約３０ｋｇｆ）とする。 

 

 

 

 

  

石膏ボード

 

 

(t0.8mm程度の軽鉄) 

図７.７ 

20 200 20 

3
03

又
は

45
5 

スタッド 

図７.６ 
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３．ジーエル工法（GL:Gypsum Ling）（図７.９）  

これは直貼（じかばり）工法ともいわれ、コンクリ一ト 

の壁に石膏ボードを貼りつけたものであり、コンクリート 

面とボードの間に 25ｍｍ程度の隙間がある。 

この場合は,石膏ボードを切り欠いてアンカーボルトを 

打ち込む必要がある。 

 

 

 

 

 

 ４． スチール（アルミ）パーティション（ 図７.１０） 

 Ｘ線室には、一般に使用されるパーティションで 

 鉛板をサンドイッチした構造が用いられる。 

    耐震固定には不適。軽量装置を壁にとりつけるものも 

 あらかじめ建築工事で補強板を壁表面に取りつけて 

 おかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石膏ボード

 

 

焼付鋼板(厚 0.6～0.8mm) 

図７.９ 

石膏ボード(厚 9～12mm) 

図７.１０ 

鉛板 

図７.８ 横架材の例 
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７.３  天井（図７.１１） 

 天井内に軽量鉄骨を組み、その下に仕上げの 

 ボードを貼り付けた構造がほとんどである。 

   この軽量鉄骨は、ボードを支持する強度し 

 かもっておらず、装置の固定用には利用でき 

 ない。 

天井吊の装置を取り付けるには、天井内に 

鉄骨材を組んで、装置取付ボルトを下げておく 

工事が必要である。この鉄骨材は、の地震力によ

って大きな力を受けるので、耐震強度計算により

十分な強度であることを確認して、慎重に施工し

なければならない。（図７.1２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７.11 

岩面吸音板など仕上げボード 

吊りボルト 

野縁 

石膏ボード 

ハンガー 

野縁受け 

アンカーボルト 

ブラケット 

みぞ形鋼 

ターンバックル 

ブラケット 

等辺山形鋼 

 

 

埋め込み 

図７.1２   天井鉄骨補強工事の例 

 

取付ボルト 

天井レール 
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７.４  母材 

１．鉄筋コンクリート 

構造用コンクリートとして用いられコンクリート圧縮強度、比重などが管理されている。軽量コ

ンクリートは、増打ち用に使われることがある。 

あと施工アンカーボルトは、このコンクリートを母材として埋込まれることにより許容力が計算され

る。 

 

２．増打ちコンクリート 

装置室の床上に打設されるピット築造のために増打ちされるコンクリートで、構造用としての強

度を期待しないコンクリートが用いられることもある。これらは、シンダーコンクリート、雑コンクリー

トとも呼ばれ、原則として装置用アンカーボルトを設けることは避ける。 

やむを得ず、設ける場合にはコンクリートの圧縮強度を 10Ｎ/mm2として、あと施工アンカーボル

トの許容引張力を計算する。（資料１３の１.～６.の許容引張力の７０％程度） 

あと施工アンカーボルトの許容引張力が不足するので、埋込み深さの大きいアンカーボルト

（接着系など）を使用する。 

 

３．モルタル 

セメントに水と砂を加えて混練したもので、セメントモルタルともいう。コンクリートの床（スラブ）

や壁の表面仕上げに用いられ２０～３０ｍｍの厚さに塗られる。 

モルタルは強度がないので、あと施工アンカーボルトの穴あけは、必要な埋込み深さにモル

タルの厚さを加算した深さをあけなければならない。 

 

表７．１ 

コンクリートの種類 
使用する骨材 設計用基準 

強度Ｆｃの範囲 

ヤング係数 

（×１０６Ｎ/cm2） 粗骨材 細骨材 

普通コンクリート 砂利または砕石 砂または砕石 

１７６４Ｎ 

～ 

２９４０Ｎ 

１．６ 

軽量 

コンクリート 

１種 人工軽量骨材 同上 

１．０８ 
２種 同上 

人工軽量骨材また 

はこれに砂または 

砂利を加えたもの 

 

・コンクリートの設計基準強度は、構造計算において基準とするコンクリートの圧縮強度のことで 

あり、材齢は 28日を標準としている。 

コンクリートの許容強度は、この圧縮強度を基準に、せん断強度、引張強度などを表す。 

・ヤング係数は、コンクリートの気乾単位容積重量と圧縮強度により求められるが、コンクリー

トの各種類の最小値を採用した。 
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４．石膏ボード                                            

軽量鉄骨間仕切や天井材に広く使用される。 

サイズが９１０×１８２０ｍｍ厚さ９ｍｍ，１２．５ｍｍのものが 

一般に用いられ１枚又は重ね合わせて軽量鉄骨のスタッド 

（間柱）にビス止めされる。 

数ｋｇ程度の軽量機器を直接石膏ボードに固定するには 

中空ボード用アンカーが用いられるが石膏ボードはアンカ

ーの引張力、せん断力で破壊されやすい。耐震固定用ア

ンカーボルトとしては中空ボード用アンカーは使用できない。

（図７．１３） 

 

５．合板（通称ベニア板ともいう） 

薄板（単板）を３枚以上の奇数枚を、1枚ごと繊維方向を 

直角に重ね貼り合わせたものを合板といい、この単板をベ 

ニアと呼ぶ。 

軽量鉄骨間仕切のＸ線防護のための鉛板を合板に圧着

したものが使用されることもある。サイズは９１０×１８２０ｍｍ

厚さ５．５ｍｍや１２ｍｍが使われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図７．１３ 
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８．アンカーボルト 

８.１  アンカーボルトの種類 

装置の固定に使用される代表的なアンカーボルトの種類と用途及び施工上の注意点を（表８．１） 

にまとめた。 

 

表８．１ アンカーボルトの種類 

種   類 形   状 施   工   法 施  工 上  の 注 意 用   途 

埋込み 

アンカーボルト 

 

 

床や天井のコンクリート打設前に設

定しておき、コンクリートに埋込む 

・コンクリート打設の建築工程

の調整が必要 

・寸法精度が必要な場合に

は、鋼材にアンカーボルト

を固定して埋め込む 

・天井吊装置の天井強

化の吊ボルトや大き

な引張り力を必要と

する固定用アンカー 

ボルト 

箱抜き 

アンカーボルト 

 

 

装置取得時にアンカーボルトを箱抜

き穴に設定し、コンクリートを充填する 

・Ｌ型よりもＪ型アンカーボルトの

方が付着力を期待できるの

で望ましい 

・充填用コンクリートは、水の量

を多くしないこと。収縮を防

止するための混和剤を入

れるなどの管理が必要  

・箱抜き穴の壁面は、十分に

目荒し・水洗いを行い充填

用コンクリートが十分に付

着するようにする。 

  

あ
と
施
工
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト 

金
属
拡
張
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト 

 

お
ね
じ
型 

 

 

コンクリートにド

リルで穴をあけ

て、アンカー 

ボルトの下部を

機械的に拡張さ

せて、コンクリー

トに固着させる。 

アンカーボルト金

具とボルトが一体

もので、ナットを回

してボルトが上昇

することにより下

部のコーンがスカ

ート部を拡張させ

る 

・装置のベース厚、モルタル仕

上げ部の厚さを考慮しコン

クリートに十分な埋め込み

深さを得る長さのものを採

用する。 

・施工時の注意点 

①アンカーボルトの軸径に対

して指定の径のドリルを用

いること。 

②メネジ式については、特に

せん孔深さの指定を守るこ

と。 

③孔の周辺のコンクリートに

傷を付けないこと 

④孔内の清掃を十分行うこ

と。アンカーボルトの、たた

き込みは十分に行うこと。 

・Ｘ線ＴＶ装置、 

ＣＴ装置、MR 装置の

固定 

・天井吊装置の天井補

強材の吊ボルト 

 

め
ね
じ
型 

 

 

アンカーボルトの

下部にたる栓を内

蔵し、本体をたた

き込むか、たる栓

をたたき込んで、

スカート部を拡張

させる 

接着系   

アンカー 

ボルト 

 

 

コンクリートにドリルで穴をあけ、その

中に樹脂などの入ったガラス状カプ

セルを挿入した後アンカーボルトを打

ち込み樹脂などを硬化させて、コンク

リートに接着させる。 

 

 床や壁への固定で使

用。 

天井吊装置の天井

補強材の吊ボルトに

は使用しない。 

ｶﾞﾗｽ管 

骨材 
硬化材 

ﾚｼﾞﾝ 

ｷｬｯﾌﾟ 

ﾍｯﾄﾞ 

ﾎﾞﾙﾄ 
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８.２  あと施行アンカーボルトの標準施工手順               

１．コンクリートの圧縮強度、厚さを確認する。              

コンクリートの圧縮強度は確認できない場合が多いが、 

そのときは不明としてコンクリート規格の最小値でアンカーボ 

ルトの許容引張力や許容せん断力をもとめる。コンクリートの 

必要厚さは、ボルトの埋め込み長さに２ｃｍを加えた寸法と 

する。                         

                                                                                      

２．墨出しでアンカー間隔、へりあき寸法を確認する。 

アンカー間隔は、アンカーボルト埋め込み深さの２倍以 

上、へりあき寸法はアンカーボルトの埋め込み深さ以上を 

原則とする。（図８．１） 

 

３．コンクリートドリルの選定 

所定の径のドリルを選定する。 

 

４．穴あけ作業 

（１） 母材面に対して直角になるよう電動工具をしっかり保

持する。 

（２） 穴あけ深さは電動工具のディプスゲージまたはドリル軸

部にマーキングするなどの工夫をして管理する。 

（図８．２） 

（３） 穴あけの途中で鉄筋などに当り必要深さに達しないと

きは、場所を変更する。 

（４） 仕上モルタルがある場合の穴あけ深さは所定の深さに   

仕上モルタルの厚さを加えたものとする。 

仕上モルタルは、コンクリートに比べ穴あけ作業抵抗

が小さく、コンクリート部分に達すると抵抗は大きくな

る。 

抵抗力が変わったところで、ドリルを抜き出してきり粉

が付着したドリル部の長さを測ると仕上モルタルの厚さ

が分かる。 

（５） 上記によりボルトの長さが不足すれば長いアンカーボ

ルトに変更する。 

（６） 芯棒打込みアンカーボルトはナットがボルトの上端に

なるよう、できるだけ深い穴をあける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図８．１ 

図８．２ 
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５． 穴の掃除 

集塵機、ブロアーなどにより、母材の切粉を穴底から

除去する。（図８．３） 

接着系アンカーを施工する場合には、集塵機、ブロ

アーなどでの穴底の切粉の除去後、専用のブラシで孔

壁の切粉を落とした後に、再度穴底の切粉を除去する。 

掃除不良は施工不良の原因になるためしっかり掃除

を行う必要がある。 

 

６．固着 

各種アンカーに合った施工法により、確実に固着す

る。 

コーンナット式などの締付け式のものは所定のトルク

値まで締付ける。（図８．４） 

芯棒打込み敷きは、できるだけ埋込む。 

        カプセル型接着系アンカーボルトは、挿入したカ 

プセルの上にアンカーボルトを押し付け、アンカー 

ボルトの埋込み速度を一定に保ち、回転・打撃を与 

えながら、定位置まで埋込む。（図８．５） 

   
 

 

 

 

 

 

 

         
 

 
 

 

図８．３ 

図８．４  金属拡張アンカーボルトの固着 

図８．５ カプセル型接着系アンカーボルトの施工手順 

レンチにより 

ナットを締める。 

ウエッジ式 

 

 

専用打込棒に 

よりスリーブ 

を打込む。 

スリーブ打込み式  

専用打込棒に 

より本体を打込む。 

本体打込み式  

専用打込み棒に 

より内部コーン 

を打込む。 

内部コーン打込み式  

ナットがボルト 

上端に近い状態に

してハンマーで芯

棒を打込む。 
 

芯棒打込み式  



 

16 

８.３  アンカーボルトの耐力検査 

装置固定用のあと施工アンカーボルトを施工するとき、アンカーボルトを打込む床や壁のコンク

リート強度やコンクリート表面に塗られたモルタル（アンカーボルトの耐力に寄与しない）の厚さが

不明で、耐震設計により必要とされるアンカーボルトの引張耐力が得られているのか確認できな

いことがある。 

この様な場合で特にアンカーボルトの耐震設計荷重が許容荷重に対して余裕のないときには、

施工したアンカーボルトの耐力を検査することが望まれる。 

このような検査には、施工したアンカーボルトを現場で非破壊により耐力検査できるハンディーの

検査器が市販されている。この検査器は、装置固定に使用されているアンカーボルトの種類や径

にも対応している。もし、検査荷重に達する以前にアンカーボルトが弛み始めた時（取付不良など）

は、締付レンチを通してはっきり感じ取ることが出来る。また、検査荷重は設計耐力の１．５倍を推

奨している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             出典：日本ヒルティ（株） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．６ 耐力検査器の例 
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８.４  あと施工アンカーボルトの許容力 

１．アンカーボルトに作用する力 

引張り （圧縮） 力 ： 母材面に対して鉛直方向に作用する力 

せ   ん  断   力 ： 母材面に対して水平方向に作用する力。 

組 み 合 わ せ 力： 引張力とせん断力を組み合わせて作用する力 

       

 
 

 

 

地震力により、装置を転倒させる力が、アンカーボルトに引張力として、装置を水平方向に移

動させる力がアンカーボルトにせん断力として作用する。 

引張り力とせん断力を同時に受けるのでアンカーボルトには組合せ力がかかる事になる。 

 

２．アンカーボルトの破壊モード 

コンクリートに打ち込まれたアンカーボルトに力が働き、その力が許容値や降伏点を超えるとコン

クリートまたはアンカーボルトが破壊される。その破壊モードは３種類考えられる。 

 

（１） アンカーの破断 

通常の場合、コンクリートの圧縮強度およびアンカーボルトの固着強度が大きく、アンカーボ

ルトの断面積またはボルトの材料強度が小さいときに生ずる。 

 

（２） コンクリートの割り裂け 

一般に使用されているアンカーボルトは引張り力が作用すると、コンクリートが円錐状に割り

裂けることが多いこの現象をコンクリートのコーン状破壊といい、この強度はアンカーボルト

の埋め込み深さとコンクリートの圧縮強度による。 

 

      （３） アンカーボルトの引抜け 

アンカーボルトの固着力不足の場合に生じ、原因は穴の径が所定のものより大きかったり、

穴の中に残った切粉による摩擦力の低下による。 

            

 
                               図８．８ 

図８．７ 
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３．あと施工アンカーボルトの許容力の計算 

あと施工の金属拡張及び接着系アンカーボルトの引張力とせん断力の許容値は下記の計算式 

（８．１式）、（８．２式）、（８．３式）、（８．４式）により、コンクリートの種類は、普通コンクリート及び１種・２

種の軽量コンクリートに限定して適用する。耐震固定では組み合せ力を受けるので、許容組み合せ

力の確認も行なわなければならない。 

 

＊補  足＊ 

金属拡張アンカーボルトは、（社）日本建築学会「各種合成構造設計指針・同解説

（2010 年度版）」の計算式による。許容引張力に関しては、①アンカーボルト鋼材の降伏

により決まる許容引張力②定着したコンクリート部躯体の破壊モードにより決まる許容引張

力（８．１式）により決まる、許容引張力のうち最も小さくなる値としている。せん断力に関し

ては、①アンカーボルト鋼材のせん断強度により決まる許容せん断力②定着したコンクリ

ート躯体の支圧破壊モードにより決まる、許容せん断力（８．３式）のうち小さくなる値として

いる。 

接着系アンカーボルトの許容値は、（財）日本建築防災協会編「既存鉄筋コンクリート造

建築物の耐震改修設計指針・同解説（2001年改修版）」が規定した計算式による。許容引

張力に関しては、①アンカーボルト鋼材の降伏により決まる許容引張力②定着したコンク

リート躯体の破壊モードにより決まる許容引張力③接着系アンカーボルトの付着性能によ

り決まる許容引張力（８．２式）により決まる、許容引張力のうち最も小さくなる値としている。

せん断力に関しては、①アンカーボルト鋼材のせん断強度により決まる許容せん断力②

定着したコンクリート躯体の支圧破壊モードにより決まる、許容せん断力（８．４式）のうち小

さくなる値としている。 

しかし、本指針においては、耐震固定に利用するアンカーボルトに期待する許容力の

程度からボルトの径、コンクリートの圧縮強度及びヤング係数の上限を定めることにより、コ

ンクリートの破壊モードにより決まるようにし許容力を求めた。 

 

（１）許容引張力 aT の計算 

装置固定に用いられるＭ２０までのアンカーボルト１本当たりの許容引張力は、次式により

求められる。 

・ 金属拡張アンカーボルト  

),min( 21 aaa TTP   

),min( 101 aaP scysya  σσ   

1
2

1

22 23.0 ca AFcP                     （８．１式）   

 ・接着系アンカーボルト 

    ),,min( 321 aaaa TTTT   

1aT = 0ay σ  

　2
2

1

2 23.0 AcFcTa   

eaa LdFcT ・・・π）（ 2
1

3 21/10                 （８．２式） 
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           記号 

         aP  ：金属拡張アンカーボルトを用いた接合部（1本当り）の引張耐力（N） 

1aP  ：金属拡張アンカーボルト鋼材の降伏により決まる場合のアンカーボルト 1本当 

りの許容引張力（N） 

2aP  ：定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場合の金属拡張アンカー 

      ボルト１本の許容引張力（Ｎ） 

          aT  ：接着系アンカーボルトを用いた接合部（1本当り）の引張耐力（N） 

1aT  ：接着系アンカーボルト鋼材の降伏により決まる場合のアンカーボルト 1本当り 

の許容引張力（N） 

2aT  :定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アンカー 

ボルト１本当りの許容引張力（Ｎ） 

 

3aT  ：接着系アンカーボルトの付着性能により決まる場合のアンカーボルト１本当りの 

許容引張力（Ｎ） 

Φ1 ：低減係数  長期荷重 2/3、短期荷重 1.0 

軽量コンクリートを用いる場合は、これらの値の９０％とする。 

Φ2 ：低減係数   長期荷重 1/3、短期荷重 2/3   

軽量コンクリートを用いる場合は、これらの値の９０％とする。 

Fc ：既存コンクリートの圧縮強度もしくは設計基準強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明の場合には、１8Ｎ/ｍｍ
2
（180ｋg/ｃｍ

2
）とし、35Ｎ/ｍｍ

2
（360ｋg/ｃｍ

2
） 

を限度とする。 

Ac1  ：金属拡張アンカーボルトのコンクリートのコーン状破壊面の有効水平投影面積 

（ｍｍ
2
）（図８．１０） 

Ac2 ：接着系アンカーボルトのコンクリートのコーン状破壊面の有効水平投影面積 

（ｍｍ
2
）（図８．１０） 

            yσ  ：鉄筋の規格降伏点強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

0a  ：アンカー筋のねじ加工を考慮した有効断面積、またはアンカー筋の 

公称断面積（ｍｍ
2
） 

ysσ   ：金属系アンカーボルトの鋼材の降伏点の短期許容引張応力度と同じ 

（N/ｍｍ
2
） 

          asc  ：金属拡張アンカーボルトの定着部分またはこれに接合される鋼材の断面 

積で危険断面における値（ｍｍ
2
）。 

ねじ切り部が危険断面となる場合は、ねじ部有効断面積を（表８．２）とする。 

                                        表８．２ 

 

 

 

 

D  ：金属拡張アンカーボルト外径（mm） 

ad  ：接着系アンカーボルト外径（mm） 

Ｌ  :穿孔長さ（mm） 

Ｌe  ：アンカーボルトの有効埋込み長さ（mm） 

ボルト M8 M10 M12 M16 M20 M24 

有効断面積（ｍｍ
2
） 36.6 58.0 84.3 157.0 245.0 353.0 
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 図８．９ 有効水平投影面積 Ac1、Ac2 

（２）許容せん断力 aQ の計算 

コンクリート中に定着された金属拡張アンカーボルト 1本当りの許容せん断力は、 

次式により求められる。 

・ 金属拡張アンカーボルト  

),min( 21 aaa QQQ   

aQ scysa  σ7.01  

  aEFQ scCCa  2
12 4.0                       （８．３式） 

 ・接着系アンカーボルト 

),min( 21 aaa QQQ   

aQ scysa  σ7.01  

  aEFQ scCCa  2
12 4.0                              （８．４式） 

 

 

         記号 

           aQ ：あと施工アンカーボルトを用いた接合部（1 本当り）の引張耐力（N） 

1aQ ：アンカーボルト鋼材のせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本 

当りの許容せん断力。 

2aQ ：定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる場合のアンカーボルト１本 

当りの許容せん断力。 

ysσ  ：金属拡張アンカーボルトの鋼材の降伏点の短期許容引張応力度と同じ 

（N/ｍｍ
2
） 

asc  ：金属拡張アンカーボルトの定着部または、これに接合される鋼材の既存コンクリ 

ート表面における断面積（ｍｍ
2
） 

せん断力をねじ部で受けるので、ねじ部有効断面積（P21表８．２）とする。 

Fc ：既存コンクリートの圧縮強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明な場合には 18Ｎ/ｍｍ
2
(180ｋg/ｃｍ

2
)を用いる。 
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Ec  ：既存コンクリートのヤング係数（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明な場合には、普通コンクリートでは 1.6×10
４
Ｎ/ｍｍ

2
    

（1.7×10
5
 ｋg/ｃｍ

2
）、軽量コンクリートでは 1.08×10

４
Ｎ/ｍｍ

2
    

（1.1×10
5
 ｋg/ｃｍ

2
 ）とする。 

 

コンクリートの種類も不明なときは、軽量コンクリートの値を用いる。 

ただし、 

  222/122 N/mm10.828N/mm10.94  ≦＜ EcFc  

 

既存コンクリートの Fc と Ecが共に不明な場合、 Fc Ec・ の値を 

4.9×10
2
Ｎ／ｍｍ

2
とする。１種・２種コンクリートの中には、 

4.9×10
2
Ｎ／ｍｍ

2
を１割程度下まわるものもあるが、耐震固定に用いるアンカー

ボルトは引張力から選択され、せん断力は十分な余裕があることから、本式の適

用範囲の最小値を採用し許容せん断力の目安とした。 

 

（３）その他の条件 

ａ）既存コンクリートへの埋め込み長さ leは、アンカーボルトの定着部径Ｄの４倍以上とする。 

 

ｂ）複数のアンカーボルトが接近して設けられた場合には、図８．１０ような有効水平影面積に 

より求める。 

 

ｃ）ケーブルピットなどコンクリートのへりからの距離は、アンカーボルトの埋設深さ以上にと 

るが、とれない場合は４cm以上とし、許容引張力の計算は、図８．１１の有効水平投影面 

積により求める。また、ケーブル、ピットの両側にモルタルをつめる工法もあるので、その 

モルタルの巾を考慮しなければならない。 

            また、増打ちコンクリートの圧縮強度に注意すること。コンクリートの圧縮強度は 18Ｎ/ｍｍ
2 

(１８０ｋg/ｃｍ
2
)以上とする。 

        
 

 

 

 

 

図８．１０ アンカーボルトが複数の場合の 

有効水平投影面積ΣAc 
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図８．１１ 

 

 

       

                          図８．１２ 

             ケーブルピット端部からのアンカーボルト距離 

 

（４）許容組み合せ力の確認式 

アンカーボルトが引張力とせん断力との組み合せ力を受ける場合の終局耐力は、次式

により確認する。 

 

               1

22

≦

















qa

Q

Ta

Rb
                （８．５式） 

ここで、 

         Ｒｂ ：引張応力    （Ｎ） 

         Ｑ  ：せん断応力   （Ｎ） 

         Ta ：引張力のみが、作用したときの許容引張力      （Ｎ） 

         ｑａ ：せん断力のみが作用したときの許容せん断力    （Ｎ） 

  

 

 

 

 

 

 

Ａ：アンカーボルトの埋設深さ以上を 

    とる。 

Ｂ：モルタル部の巾 

目安寸法は、10 cm 程度だが施工に 

より広い場合もあるので注意 
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表８．３（その１） 

 

 床、基礎据付の場合 

 

 

 

 
ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

に

加

わ

る

引

抜

力

と

せ

ん

断

力 

 

 

矩形断面の場合 

           

hG


G

Ｇ FH

W-FV

Ｇ FH


G

Rb

(引抜き力)

アンカーボルト

正面 平面

 
 

図１－１ 

 

図１－１において 

   G ：装置重心位置                    ℓ ：検討する方向からみたボルトスパン 

   W :装置の自重＝装置の質量×９．８           ℓG :検討する方向からみたボルト中心から 

Rb :アンカーボルト 1本当りの引抜力            装置重心までの距離 

   ｎ ：アンカーボルトの総本数                 （ただしℓG≦ℓ/2） 

   nt :装置転倒を考えた場合の引張りを         FH :設計用水平地震力 

      受ける片側のアンカーボルト総本数          （FH＝KH・W） 

      （図１－１において、検討方向の片側      FV ：設計用鉛直地震力 

      に設けられたアンカーボルト本数）            ｛FV＝（１/2）×FH｝ 

   hG ：据付面より装置重心までの高さ    

          
                                      

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の

引

抜

力 

 

                               (８．６式) 

  

  

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の 

せ

ん

断 

力 

 

                        (８．７式)                

   ここに、τ ：ボルトに作用するせん断応力 

        Q ：ボルトに作用するせん断力 

        FH ：設計用水平地震力 

        A :アンカーボルト 1本当りの軸断面積（呼径による断面積） 

        ｎ ：アンカーボルトの総本数 
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表８．３（その２） 

 

 床、基礎据付の場合 

 

 

 

 
ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

に

加

わ

る

引

抜

力

と

せ

ん

断

力 

 

 

円形断面の場合 

       D

FH

hG

D

D/2

Ｇ FH

W-FV
Rb

(引抜き力)

D/2
アンカーボルト

正面 平面

 
 

図１－２ 

図１－２において                  

   D ：円形断面のボルトスパン 

   G ：装置重心位置                    FH :設計用水平地震力 

   W :装置の自重＝装置の質量×９．８              （FH＝KH・W） 

Rb :アンカーボルト 1本当りの引抜力        FV ：設計用鉛直地震力 

    n ：アンカーボルトの総本数                 ｛FV＝（１/2）×FH｝ 

   hG ：据付面より装置重心までの高さ    

          

 

 

 
                                      

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の

引

抜

力 

 

        ボルト 1本あたりの引抜力 Rbは、 

                    (８．８式) 

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の 

せ

ん

断 

力 

 

                         (８．７式)                

   ここに、τ ：ボルトに作用するせん断応力 

        Q ：ボルトに作用するせん断力 

        FH ：設計用水平地震力 

        A  :アンカーボルト 1本当りの軸断面積（呼径による断面積） 

        ｎ ：アンカーボルトの総本数 
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表８．３（その３） 

 

 天井取付の場合 

 

 

 

 
ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

に

加

わ

る

引

抜

力

と

せ

ん

断

力 

 

 

h
G


G

Ｇ FH

W+FV

Ｇ FH


G

Rb

(引抜き力)

正面 平面

アンカーボルト

 
図１－３ 

図１－３において                   

   G ：装置重心位置                    ℓ ：検討する方向からみたボルトスパン 

   W :装置の自重＝装置の質量×９．８          ℓG :検討する方向からみたボルト中心から 

Rb  :アンカーボルト 1本当りの引抜力           装置重心までの距離 

   ｎ ：アンカーボルトの総本数                 （ただしℓG≦ℓ/2） 

   nt :装置転倒を考えた場合の引張りを        FH :設計用水平地震力 

      受ける片側のアンカーボルト総本数          （FH＝KH・W） 

       （図１－１において、検討方向の片側     FV ：設計用鉛直地震力 

      に設けられたアンカーボルト本数）            ｛FV＝（１/2）×FH｝ 

   hG ：据付面より装置重心までの高さ    

 
                                      

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の

引

抜

力 

 

     ボルト 1本あたりの引抜力 Rbは、 

                   (８．８式) 

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の 

せ

ん

断 

力 

 

                         (８．７式)                

    ここに、τ ：ボルトに作用するせん断応力 

         Q ：ボルトに作用するせん断力 

        FH ：設計用水平地震力 

        Ａ :アンカーボルト 1本当りの軸断面積（呼径による断面積） 

         ｎ ：アンカーボルトの総本数 
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表８．３（その４） 

 

 壁面取付の場合 

 

 

 

 
ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

に

加

わ

る

引

抜

力

と

せ

ん

断

力 

 

 

                
図１－４ 

図１－４において 

G ：装置重心位置                          FH :設計用水平地震力 

 W :装置の自重＝装置の質量×９．８               （FH＝KH・W） 

Rb :アンカーボルト 1本当りの引抜力           FV ：設計用鉛直地震力 

   ｎ ：アンカーボルトの総本数                      ｛FV＝（１/2）×FH｝ 

   ℓ1 ：水平方向のボルトスパン              nt１ :上下面に設けたアンカーボルトの片側 

    ℓ2 ：鉛直方向のボルトスパン                 本数（図１－４において辺長ℓ1側の 

    ℓ1G：ボルトの中心から装置重心までの水平距離     アンカーボルト本数） 

      （ただし、ℓ1G＝ℓ1/２）                nt2 :片側に設けたアンカーボルトの片側 

    ℓ２G：上部側ボルト中心からの機器重心までの        本数（図１－４において辺長ℓ２側の 

      鉛直方向の距離                            アンカーボルト本数） 

    ℓ３G：壁面から装置重心までの距離 
                                      

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の

引

抜

力 

      

上部アンカーボルト１本当りの引抜力 Rbは、下記二つの計算式の大きい方の値で 

与えられる。 

                                (８．9式)  

                              (８．10式)  

 

 

 

                    

ア

ン

カ 

｜ 

ボ

ル 

ト 

の 

せ

ん

断 

力 

 

                 (８．11式)  

   ここに、 W :装置の自重 

      FV ：設計用鉛直地震力｛FV＝（１/2）×FH｝ 

τ ：ボルトに作用するせん断応力 

         Q ：ボルトに作用するせん断力 

         FH ：設計用水平地震力 

         A :アンカーボルト 1本当りの軸断面積（呼径による断面積） 

         ｎ ：アンカーボルトの総本数 
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９． 装置設置の方法  

医用画像診断装置には、床据置形、天井吊り下げ形や、壁取付形、さらに移動して使

用するキャスター付などのさまざまな形態がある。ここでは、その種類ごとに固定方法、計算

方法、施工の注意事項、使用上の留意事項についてまとめた。 

尚、耐震計算例の設計水平震度（ＫＨ）の値は、医用画像診断装置が１階や地階に設

置されることが多いので、仮定として 0.6 として計算した。 

また、天井から吊り下げる装置は、１階の室に設置されていても２階の床下に取付られて

いるので、設計用水平震度（ＫＨ）の値を 1.0 として計算した。 

また、被験者の寝台の質量は、被験者の体重を１３５ｋｇとして加算している。

 



９－１． Ｘ線テレビ装置－床固定 
姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 
 

 

  

 
 

                 正面           立面 
 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=1100+135=1235kg   （患者を 135kg とする。） 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×1235×9.8=7262N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=3631N 

アンカーボルトの種類：M12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18 N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

)12(121602857

2700

145)36318.91235(7207262

)(

MNN

nt

FgMhF
Rb

GVGH

















 

アンカーボルト 1 本当りのせん断力 

)12(83501816  

4

7262

MNN

n

F
Q

H




 

組み合せ力 

111.0
8350

1816

12160

2857
2222





































qa

Q

Pa

Rb
 

 
・アンカーボルトをケーブルピ

ット端に打設する場合は、打設

位置を、Ｐ２２ 図８．１２程

度離すこと。 

 

・診療終了後には、寝台を水

平位にして重心位置を下げ

ておく。 

 

h G  

重心位置 

2
8
 



９－２． ＣＴ装置－床固定 

姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 
 

  

    
  

 
設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=2200kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×2200×9.8=12936N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=6468N 

アンカーボルトの種類：M12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
 

 

 

組み合せ力 

 

 

・アンカーボルトをケーブル

ピット端に打設する場合は、

打設位置を、Ｐ２２ 図８．

１２程度離すこと。 

 
特になし 
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正 面 ベース 
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９－３．ＰＥＴ/ＣＴ装置 

①ＣＴガントリー －床固定 

姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 

 

 

   
 

 
設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=1,770kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×1770×9.8=10408N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=5204N 

アンカーボルトの種類：Ｍ 12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
 

 

 

組み合せ力 

 

 

・アンカーボルトをケーブル

ピット端に打設する場合は、

打設位置を、Ｐ２２ 図８．

１２程度離すこと。 

 

 
 特になし 
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ベース 
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②ＰＥＴガントリー －床固定 

姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 

 

 

  
 

 
設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=2,100kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×2100×9.8=12348N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=6174N 

アンカーボルトの種類：Ｍ 12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
 

 

 

組み合せ力 

 

 
・アンカーボルトをケーブ

ルピット端に打設する場

合は、打設位置を、Ｐ２

２ 図８．１２程度離す

こと。 

 
特になし 
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ベース 

重心位置 

立 面 
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９－４． 撮影寝台－床固定 
姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

  

 

 
   

 

  

 
側面                     ベース 

 
設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=818+135=953kg    （患者を 135kg とする。） 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×953×9.8=5604N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=2802N 

アンカーボルトの種類：M12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 
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アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
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・アンカーボルトをケーブル

ピット端に打設する場合

は、打設位置を、Ｐ２２ 図

８．１２程度離すこと。 

 
 特になし 

 

 

 

 

 

 

重心位置 
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９－５． ＭＲＩ装置 マグネット－床固定 

姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 

 

 

hG
 1
01

0

アンカーボルト

10
763
2

601
1201

14
78

     
       

 
設計用水平震度(KH):0.6 

質量(M)：8000kg 

水平地震力(FH)：KH･M･g=0.6×8000×9.8=47040N 

鉛直地震力(FV)：(1/2)FH=47040/2=23520N 

アンカーボルトの種類：M16 ウエッジ式ステンレス 

アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルトの１本当たりの引張力 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルトの１本当たりのせん断力 

 

 

 

組み合せ力 

 

 

床の電波シールド材(銅箔な

ど)をアンカーボルトが貫通す

る場合は､十分にシールド処理

をして電波が入らないように

仕上げなくてはならない｡ 

 

 

強い振動によりクエンチ

現象をおこす可能性があ

る。 

クエンチによるヘリウム

ガスは、専用排気管によ

り屋外へ放出される設備

になっているが、排気管

の被害により室内にガス

が充満して、酸欠状態に

なる可能性があるので、

震災後の入室には注意が

必要。 
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側 面 ベース 
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９－６． パワーキャビネット－床固定 

姿   図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

設計用水平震度 (KH)=0.6 

質量           (M) =365kg 

水平地震力 (FH)=KH･M･g=0.6×365×9.8 =2146N 

鉛直地震力 (FV)=(1/2)FH =1073N 

アンカーボルトの種類：Ｍ 8 金属拡張アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルト１本当りの引張力 
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アンカーボルト１本当りのせん断力 
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・アンカーボルトをケーブルピ

ット端に打設する場合は、打設

位置を、Ｐ２２ 図８．１２程

度離すこと。 

 

特になし 

 

 

重心位置 

正面 側面 
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９－７． 操作コンソール 

 姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

１．床固定  

 

 

 
 

正面                           側面 
 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=214kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×214×9.8=1258N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=629N 

アンカーボルトの種類 = M8 金属拡張アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 
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アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
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モニターは､ベルトなどで

本体に固定する｡ 

 

特になし 

 

 

重心位置 
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９－８－１．キャビネット 

 姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

1．床固定  

 

 

 

 
            

 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=250kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×250×9.8=1470N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=735N 

アンカーボルトの種類 = M8 金属拡張 

アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18 N/mm2 

壁のアンカーボルト 1 本当りの引張力 
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床のアンカーボルト 1 本当りのせん断力 
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床のアンカーボルトはケーブルピットの

端部より 15cm 程度 離さなければならな

い｡ 

 

1- A キャビネットのキャスター式を採用

する理由はメンテナンス時間短縮

であるが､固定すべきである｡ やむ

を得ない場合は､４つのキャスター

のうち対角の２つをロックして(他

の 2 つはフリーにして)おくと､転

倒･移動しにくくなる｡ 

 

3- A は､キャビネット底面が手前にすべり

出すので好ましくない｡ベルトで下

部を固定すべき｡ 

 

3- B 壁方向へのキャビネットの移動を防

ぐために、そのすき間に部材をはさ

んでおくことが必要。 

 

・キャビネットにボルト穴を現地であけ

るときは、切粉が内側に入らないよう注

意して作業しなければならない。 

 

 

 

キャビネットの上部に小さな 

装置を乗せるときは、互いを 

べルト等で固定する。 

２．床･壁固定 

 

３．壁固定 

 

４．同じ形状

の も の ／

連 続 設 置

さ れ る 

も の の 固

定 

 

 

床・壁への固定

は 1,2,3 を参照

のこと 
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下部を L 形
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９－８－２. 台座付キャビネット－床固定 

姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 
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アンカーボルト

側面 ベース

 
 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=1000 kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×1000×9.8=5880N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=2940N 

アンカーボルトの種類：M12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18 N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

)12(121603318

2720

375)29408.91000(12505880

)(

MNN

nt

FgMhF
Rb

GVGH

















 

アンカーボルト 1 本当りのせん断力 
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床高さが１００ｍｍ以上の場合

は、鉄骨架台を組んだ方が好まし

い。 
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９－９－１．壁付装置 Ａ 

 姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

Ａ.装置を直接 

    壁に固定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

          
 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=30kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×30×9.8=176.4N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=88.2N 

アンカーボルトの種類: Ｍ 8 金属拡張 

アンカーボルト 

壁コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 
壁のアンカーボルト 1 本当りの引張力 

                      2 式のうち大きい値をとる｡ 

 
ｎｔ 1:上下面のアンカーボルトの片側の本数 

ｎｔ 2:側面のアンカーボルトの片側の本数 
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・軽量鉄骨間仕切の石膏ボ

ード用のボーﾄﾞアンカー

もあるが許容引張力はボ

ルトの種類によるが、約

50 Ｎ以下であり、又ボー

ドの厚さに合ったもを選

択する。 

装置の質量としては、５

kg 程度が限界。 

 

・木板の補強材を複数の軽

量鉄骨（スタット）に渡し

て、取付けると強度は増す

が、装置質量は１０ kg 程

度が限界。 

 

 

 

モニターの向きを変

えられる機構のもの

は、十分に、ロック

しておく。 

 

 

重心位置 

3 

1 

2

 

Ｌ１ 

 
Ｌ２ 
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９－９－２．壁付装置 Ｂ 

 姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

Ｂ.壁の取付架台

の上に装置を

配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③架台取付用ボルトの組み合せ力 

1005.0
3620

70

1980

136

   

22

22






































qa

Q

Pa

Rb

 

設計用水平震度 (KH)=0.6 

質量           (M) =30kg 

水平地震力 (FH)=KH･M･g=0.6×30×9.8 =176.4N 

鉛直地震力 (FV)=(1/2)FH =88.2N 

装置取付ボルト = M8 

架台取付アンカーボルトの種類 ＝ Ｍ 8 

                        金属拡張アンカーボルト  

壁コンクリートの圧縮強度：18N/mm2 

 

(1)  装置固定用ボルト 

①ボルト１本当りの引張力 
 

 

N

N

FgMhF
Rb VH

4

2400

2002.888.9302504.176

12

11

















    

②ボルト１本当りのせん断力 

N

n

F
Q H

44

4

4.176



  

(2) 架台取付用ボルト 

①アンカーボルト１本当りの引抜力 

)8(1980136

3450

5002.88280)2.888.930(

)(

1

23

MNN

ntL

hFFgM
Rb HV















 

②アンカーボルト１本当りのせん断力 

)8(362070  

6

)2.888.90.30(4.176
  

)(

22

22

MNN

n

FgMF
Q

VH









 

 
・軽量鉄骨間仕切の石膏ボ

ード用のアンカーボルト

もあるが許容引張力はボ

ルトの種類によるが、約

50 Ｎ以下であり、又ボー

ドの厚さに合ったもを選

択する。 

装置の質量としては、 

５ kg 程度が限界。 

 

・木板の補強材を複数の

軽量鉄骨（スタット）に

渡して、取付けると強度

は増すが、装置質量は 
１０ kg 程度が限界。 

 

 

特になし 

 

 

 

N1＝機器固定ボルト 

     の片側の本数 

N＝機器固定ボルトの全数 

      

200 
400 

200 

H
2
/
2
 
H
2
/
2
 

Ｌ 

ｈ２ ｈ１ 

1  

2  

3  
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９－１０． パソコン〔市販品の耐震用品〕 

姿   図 施工の注意事項 使用上の留意事項 

         

            
       

 

 

 

 

        
 

 

 

 

・ さまざまなタイプのものが市販され

ているが、用品メーカーの仕様を確

認の上で、装置の質量・形状により

適切なタイプを選択する。接着剤を

使用する場所は、よごれ等を拭き取

る。 

  

・ パソコンラックは、重心が高く転倒

しやすいので、ラック上部を壁に固

定する。 

 

データのバックア

ップをとってお

く。 

 

 

 

強力両面テープで固定した部品どうしを 

ベルトで締める。 

 

ゲルニック 

この粘着材は、急激にはがそうとしても外れな

いが、ゆっくりはがすと外れて位置換えや再使

用ができる。 
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９－１１．マンモ装置  
 姿  図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

1.床固定 

 

2.壁面固定 

 

      
 

 

 

2
3
4
7

▽FL

h
G
=
1
0
1
6

43 l=627 35

lg=205

重心位置

アンカーボルト

43 l=627 35

lg=205

 
      

側面            ベース 
 

設計用水平震度(KH)=0.6 

質量(M)=350 kg 

水平地震力(FH)=KH･M･g=0.6×350×9.8=2058N 

鉛直地震力(FV)=(1/2)FH=1029N 

アンカーボルトの種類：M12 ウエッジ式アンカーボルト 

床コンクリートの圧縮強度：18 N/mm2 

アンカーボルト 1 本当りの引張力 

)12(121601650

2672

205)10298.9350(10162058

)(

MNN
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FgMhF
Rb
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
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アンカーボルト 1 本当りのせん断力 

)12(8350411  

5
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n

F
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H


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組み合せ力 
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・ アンカーボルトを

ケーブルピット端

に打設する場合は、

打設位置を、Ｐ２２ 

図８．１２程度離す

こと。 

 

特になし 
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９－１２．天井走行式Ｘ線管保持装置（参考：装置の天井走行レール取付ボルトの検討） 

 

姿   図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

 

 

 
 

設計用水平震度 (KH)=1.0 

質量           (M) =300kg 

水平地震力 (FH)=KH･M･g=1.0×300×9.8 =2940N 

鉛直地震力 (FV)=(1/2)FH =1470N 

取付ボルトの種類 = M12 ボルト 
 

天井レール取付ボルト１本当りの引張力 

   

   

ボルト）12(206002.1696

21300

600130014708.93004502940
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
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
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天井レール取付ボルト１本当りのせん断力 

)12(14400735

4

2940

ボルトMNN

n

F
Q V



  

・ 天井レール取付ボルトは、天井内で組まれた鉄

骨から下げられているので、鉄骨及びアンカー

ボルトが十分な強度になるよう建設会社と打合

わせ、確認しなければなれない。 

・ 組み合せ力 

101.0
14400

735

20600

2.1696
2222


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

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① 天井裏の安全を確認するため、一ヶ所以上の

点検口を設けること。 

 

② 新築の場合、アンカーボルトは鉄筋に引っ掛

けるか、または溶接し、コンクリートに埋込

み、ボルト抜けがないようにすること。 

 

③ 鉄骨架台を固定するあと施工アンカーの場

合、メネジアンカーは使用せず、オネジアン

カーを使用すること。より一層強度を必要と

するときは、ウエッジ式アンカーボルトにし

た方がよい。              

鉄骨架台を固定するアンカーボルトの選択は

現場条件に適したものが第一であり、必要強

度、ねじの選択コンクリート強度によるアン

カー効果、施工面への適応性等十分な検討を

行い決定すること。 

④ 鉄骨架台を固定するアンカーの位置は梁等の

端面より強度に十分な距離を確保すること。 

⑤ 鉄骨架台を固定する天井のボルト出し工事は

スラブからのアンカーボルトだけでなく、壁

や梁等の側面を利用して振れ止めを設け、ボ

ルトが抜けにくい構造とすること。 

 
 

 

・ 撮影後はＸ線管装置を

一番バランスのよい姿

勢にし、最上部に退避す

ること。 

 

・レールボルトのゆる

みや天井内の鉄骨、ア

ンカーボルトを、定期

的、地震後にチェック

する。 

4
2
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
 天井面 



 天井ボルト出し工事参考例 
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９－１３．移動して使用するキャスター付装置 
 姿   図 固定方法と計算例 施工の注意事項 使用上の留意事項 

 

1.モニター台車 

  

2.回診用Ｘ線装置 

 

3.外科用Ｘ線 

      テレビ装置 

 

  
 

 

 

 

計算できない 
 
耐震計算はできないが、移動を制

動するベルトなどの処置は有効で

ある。 

ベルトの耐力は、装置重量の２倍

以上のものを使用する。 

 

Ａ．キャスター付 

重心位置が高い装置はキャス

ターホルダー等で移動を止め

ると、転倒しやすくなるので、

ベルト等で、壁に固定するこ

とが必要となる。 

 

 
・常時固定はできな

いので、非常時に

は移動しても被害

の少ない場所に収

納する事が肝要で

ある。 

 

・回診車のアーム部

は、所定格納の位

置に戻しておくこ

とが必要である。 

 

モニター台車 

 

回診用Ｘ線装置 

Ａ．キャスターホルダー 

外科用Ｘ線テレビ装置 

ｷｬｽﾀｰ滑り止め金具 

4
4
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１０．設置資料への記載事項 
装置の耐震計画に際して必要となる次の情報を設置資料などに記載する。 

１. 装置の質量、および重心の位置と高さ（寝台については患者＜135ｋｇ＞を考慮する。） 

２. 装置のベース形状・アンカーボルト位置を示す図面 

3. 装置に付属するアンカーボルトのデータ 

4. 必要なコンクリートの圧縮強度 

５. アンカーボルトの埋め込み深さ 

 

１１．建築施工上の対応 
１.  コンクリートは設計基準強度（Ｆｃ）18N/mm２以上を使用する。 

【補足】 X線室等の床にはケーブルピット（溝）を作るために、床スラブコンクリートの上にさら 

にコンクリートを打ち増しする工法が従来行われている。床に後打ちアンカーボルトを打    

つ場合、このコンクリート強度により引抜力などが影響を受ける。 

 

２． フリーアクセスフロアは耐震性・耐荷重性能があり、床コンクリートからの床高さが１００ｍｍ程度で、

パネルの上からアンカーボルトが埋込むことのできるものを使用する。 

また、重量装置や振動する装置の設定床面部分は必ずコンクリートまたは鉄骨架台とする。 

【補足】 大型の医療装置は、回転や移動する機能を有するものが多く、固定のための 

アンカーボルト打設だけではなく床設置面が不安定だと騒音・振動の原因になる。 

 

３.  軽量鉄骨間仕切壁のスタッドは巾６５ｍｍのものが使用されているが、横架材の強度を上     

げるためには、ＪＩＳ規格品（鉄板厚が０．８ｍｍ）の巾９０ｍｍや巾１００ｍｍの大きいものでピッチを 

３０３ｍｍとすることが望ましい。また、補助板や補強鉄骨の追加を考慮する。 

  

４． 床耐荷重の十分な検討を行う。 

【補足】 放射線装置は、Ｘ線ＴＶ装置の1,500ｋｇからＭＲＩ装置の10,000ｋｇなどの重量物である。

これらを積載する床スラブについては、建物の構造計算の際にあらかじめその重量・ベー

スの形状・位置などを建築設計者や構造設計者と協議し、できるだけ直接梁に載荷され

るよう小梁を設けたりする配慮がされるべきである。しかし多くの場合、建物の設計時には

メーカー装置の形式が未定で構造形式が決定される。既存建屋の装置の入れ替え・増

設についても同様である。このような場合は、建築設計者・構造設計者と十分打ち合わせ

をし、安全の確認をすることが重要である。 
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5.  壁ぎわのケーブルピットは、キャビ 

ネット類の床固定を考慮し図（1１．１） 

のような位置にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャビネット 

ピット 

900程度 

 

図（１１．１） 
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１３．資料： あと施工アンカーボルトの種類と許容力 

  『 (社)日本内燃力発電設備協会「自家用発電設備耐震設計のガイドライン」』では、「アンカー 

ボルト一本当たり 12kNを超える引抜強度は負担出来ない」としている。 

 

しかし、『建築設耐震設計・施工指針 2005年版』Q&A集「建築設備耐震設計・施工指針に  

 おける実務上のポイント」Q.83アンカーボルトの許容値（６）では、『「引抜強度１２ kNは設備 

関係の現状を考慮して、安全側に定めている。」が、根拠や実験資料や数値を決めた根拠が

不明である。』との回答になっている。 

 

そのため、次頁からの金属拡張アンカーボルトの許容値は、（社）日本建築学会「各種合成

構造設計指針・同解説（2010 年度版）」の金属系アンカー(メカニカルアンカー)の設計に準拠

し、「（社）日本建築あと施工アンカー協会」が規定した計算式により算出した。 

 

 また、ステンレスボルトの許容値は、建築基準法施工令第 90 条の構造用鋼材に基づき定める、

SS400ボルトとステンレスボルトとのねじ部有効断面積についての値を軸断面積に換算したそれ

ぞれの許容応力度の値とし、その値の差を反映させて算出した。 

    

表 ボルト(SS400)およびステンレスボルト(A2-50)の許容応力度表 

ボルトの種類 
長期許容応力度[kN/cm²] 短期許容応力度[kN/cm²] 

引張（ft） せん断（fs） 引張（ft） せん断（fs） 

ボルト(SS400) 11.7 6.78 17.6 10.1 

ステンレスボルト(A2-50) 10.5 6.08 15.8 9.12 

 

   接着系アンカーボルトの許容値は、（財）日本建築防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建

築物の耐震改修設計指針・同解説（2001年改修版）」が規定した計算式に準拠し算出した。 
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あと施工アンカーボルトの許容力の計算 

（１）許容引張力 aT の計算 

・ 金属拡張アンカーボルト  

),min( 21 aaa TTT   

),min( 101 aaT scysya  σσ   

1
2

1

22 23.0 ca AFcT    

 ・接着系アンカーボルト 

      ),,min( 321 aaaa TTTT   

1aT = 0ay σ  

　2
2

1

2 23.0 AcFcTa   

eaa LdFcT ・・・π）（ 2
1

3 21/10    

           記号 

         aT  ：あと施工アンカーボルトを用いた接合部（1本当り）の引張耐力（N） 

1aT  ：アンカーボルト鋼材の降伏により決まる場合のアンカーボルト 1本当りの 

許容引張力（N） 

2aT  :定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当り 

の許容引張力（Ｎ） 

3aT  ：接着系アンカーボルトの付着性能により決まる場合のアンカーボルト１本当りの許容 

引張力（Ｎ） 

Φ1  ：低減係数  長期荷重2/3、短期荷重1.0 

Φ2 ：低減係数   長期荷重1/3、短期荷重2/3   

Fc  ：既存コンクリートの圧縮強度もしくは設計基準強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明の場合には、１ 8Ｎ/ｍｍ
2
（180 ｋ g/ｃｍ

2
）とし、35Ｎ/ｍｍ

2
（360 ｋ g/ｃｍ

2
） 

を限度とする。 

Ac1 ：金属拡張アンカーボルトのコンクリートのコーン状破壊面の有効水平投影面積（ｍｍ
2
） 

Ac2  ：接着系アンカーボルトのコンクリートのコーン状破壊面の有効水平投影面積（ｍｍ
2
） 

             yσ  ：鉄筋の規格降伏点強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

0a  ：アンカー筋のねじ加工を考慮した有効断面積、またはアンカー筋の 

公称断面積（ｍｍ
2
） 

ysσ  ：金属系アンカーボルトの鋼材の降伏点の短期許容引張応力度と同じ（N/ｍｍ
2
） 

          asc  ：金属拡張アンカーボルトの定着部分またはこれに接合される鋼材の断面 

積で危険断面における値（ｍｍ
2
） 

ねじ切り部が危険断面となる場合は、ねじ部有効断面積（表８．２）とする。 

 

             表８．２ 

 

 

 

ボルト M8 M10 M12 M16 M20 M24 

有効断面積（ｍｍ
2
） 36.6 58.0 84.3 157.0 245.0 353.0 
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D  ：金属拡張アンカーボルト外径（mm） 

ad  ：接着系アンカーボルト外径（mm） 

Ｌ  :穿孔長さ（mm） 

Ｌ e  ：アンカーボルトの有効埋込み長さ（mm） 

（２）許容せん断力 aQ の計算 

コンクリート中に定着された金属拡張アンカーボルト 1本当りの許容せん断力は、 

８．３式により求める。 

・ 金属拡張アンカーボルト  

),min( 21 aaa QQQ   

aQ scysa  σ7.01                                     

  aEFQ scCCa  2
12 4.0  

 ・接着系アンカーボルト 

),min( 21 aaa QQQ   

aQ scysa  σ7.01                                     

  aEFQ scCCa  2
12 4.0  

         記号 

             aQ   ：あと施工アンカーボルトを用いた接合部（1本当り）の引張耐力（N） 

1aQ  ：アンカーボルト鋼材のせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本 

当りの許容せん断力。 

2aQ  ：定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる場合のアンカーボルト１本 

当りの許容せん断力。 

ysσ  ：金属拡張アンカーボルトの鋼材の降伏点の短期許容引張応力度と同じ（N/ｍｍ
2
） 

asc  ：金属拡張アンカーボルトの定着部または、これに接合される鋼材の既存コンクリート 

表面における断面積（ｍｍ
2
） 

せん断力をねじ部で受けるので、ねじ部有効断面積（表８．２）とする。 

Fc ：既存コンクリートの圧縮強度（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明な場合には 1８Ｎ/ｍｍ
2
(１８０ｋ g/ｃｍ

2
)を用いる。 

Ec ：既存コンクリートのヤング係数（Ｎ/ｍｍ
2
） 

数値が不明な場合には、普通コンクリートでは 1.6×10
４
Ｎ/ｍｍ

2
   （1.7×10

5
 ｋ g/ｃｍ

2
） 

 

既存コンクリートの Fcと Ecが共に不明な場合、 Fc Ec・ の値を 

4.9×10
2
Ｎ／ｍｍ

2
とする。 
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１．芯棒打込み式（おねじ式） 

芯棒をハンマーで打ち込むと拡張部が開き固着する。 

 

呼び径 
アンカー本体（mm） 穴あけ（mm） Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 外形 長さ 埋込 穴径 深さ 

Ｍ８ 8 70 35 8.5 43 47 2.48 3.62 

Ｍ１０ 10 60 40 10.5 50 63 3.30 5.74 

Ｍ１２ 12 90 50 12.7 62 97 5.12 8.35 

Ｍ１６ 
16 120 60 17.0 65 143 7.45 17.30 

16 150 60 17.0 76 143 7.53 15.55 

Ｍ２０ 20 150 80 21.5 100 251 13.22 24.27 

 

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18.0 Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリート表面の仕上モルタル厚さ 

・（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表１３．１ 

図１３．１ 
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２．内部コーン打込み式（めねじ式） 

本体に内蔵されているコーンを打ち込むと拡張部が開き固着する。 

 

   

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18.0 Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリート表面の仕上モルタル厚さ 

（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

 

 

呼び径 
アンカー本体（mm） 穴あけ（mm） Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 外形 長さ 埋込 穴径 深さ 

Ｍ８ 10 30 30 10.5 32 38 1.98 3.62 

Ｍ１０ 12 40 40 12.5 42 65 3.43 5.74 

Ｍ１２ 16 50 50 16.5 52 104 5.45 8.35 

Ｍ１６ 20 65 65 20.5 67 174 9.13 15.19 

Ｍ２０ 25 80 80 25.5 85 264 13.87 24.27 

図１３．２ 

表１３．２ 
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３．本体打込み式（めねじ式） 

本体拡張部先端にコーンがついており、本体を打ち込むことにより拡張部が開き固着され

る。 

   

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18.0 Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリート表面の仕上モルタル厚さ 

（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

 

 

 

呼び径 
アンカー本体（mm） 穴あけ（mm） Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 外形 長さ 埋込 穴径 深さ 

Ｍ８ 12.0 35 35 12.5 39 52 2.71 3.62 

Ｍ１０ 14.0 40 40 14.5 45 68 3.56 5.74 

Ｍ１２ 17.3 50 50 18.0 56 106 5.56 8.35 

Ｍ１６ 21.5 60 60 22.0 68 154 8.10 15.55 

Ｍ２０ 25.4 80 80 26.5 90 265 13.93 24.27 

Ｍ２４ 31.8 110 110 33.0 120 490 25.80 35.07 

図１３．３ 

表１３．３ 



 

54 

４．スリーブ打込み（おねじ式） 

スリーブを打込むことによりボルトのテーパー部にそって拡張部が開き固着される。 

ボルトにスリーブ・ワッシャーおよびナットがセットされたボルトタイプのアンカー。 

 

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18.0 Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリートの表面の仕上モルタル厚さ 

（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

 

 

 

 

図１３．４ 

表１３．４ 

呼び径 
アンカー本体（mm） 穴あけ（mm） Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 外形 全長 長さ 埋込 穴径 深さ 

Ｍ８ 12 65 35 35 12.5 39 52 2.71 3.62 

Ｍ１０ 14 80 40 40 14.5 45 68 3.57 5.74 

Ｍ１２ 17.3 120 50 50 18.0 56 106 5.64 8.35 

Ｍ１６ 21.7 150 60 60 22.0 67 154 8.10 15.55 

Ｍ２０ 25.4 160 80 80 26.0 90 265 13.93 24.27 

Ｍ２４ 34.0 200 100 100 35.0 115 501 26.36 34.98 
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５．ウエッジ式（おねじ式） 

ナットを締付けるとウエッジが開き固着される。 

締付け方式のアンカーでトルク管理ができる。厚物取付用アンカーとして使用される。 

 

 

                            

 

                                                     

 

 

         

・ 穴あけ深さは取付物厚さを加えた数値 

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18.0 Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリート表面の仕上モルタル厚さ 

（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

・締付けトルクから許容引張力を求める式。 

 

 

 

 

 

 

 

図１３．５ 

表１３．５ 

呼び径 

アンカー本体（mm） 穴あけ（mm） 
締付 

ﾄﾙｸ 

（kN･cm） 

Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

材質 

SS400   SUS304 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 

材質 

SS400  SUS304 

外形 

最大 

取付物

厚さ 
ネジ長 全長 穴径 深さ 

Ｍ１０ 10 40 64 113 10 60 2.5 132 6.93   6.22 5.74  5.18 

Ｍ１２ 12 80 112 175 12 92 5.0 301 12.16  10.92 8.35  7.54 

Ｍ１６ 

Ｍ２０ 

16 

20 

85 

55 

106 

 81 

182 

170 

16 

20 

92 

90 

8.0 

20.0 

312 

311 

12.69  11.39 

13.22  11.87 

15.55 14.04 

24.27 21.92 

《ウエッジ式アンカー》 

ワッシャー ナット 

 

   

ウエッジ  テーパー付ボルト          
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６． 接着系アンカー 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ａｃ：有効水平投影面積 

・長期の許容引張力と許容せん断力の値は、それぞれの短期の値の２／３。 

・コンクリートのＦｃを 18Ｎ／mm2、（Ｆｃ・Ｅｃ）１／２を 490N/mm2として算出した。 

・アンカー本体の埋込み深さは、コンクリートの表面の仕上モルタル厚さ 

（一般的には２～３ cm程度）を含んでいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３．６ 

表１３．６ 

呼び径 
外形 

（ｍｍ） 

有効埋込み 

深さ（ｍｍ） 

穴あけ（mm） Ａｃ 

（cm2） 

短期許容 

引張力 

（ｋＮ） 

短期許容 

せん断力 

（ｋＮ） 穴径 深さ 

Ｍ１０ 10.0 80 12 90 226 13.24 8.33 

Ｍ１２ 12.0 88 14.5 100 276 16.18 12.11 

Ｍ１６ 16.0 114 19 130 465 27.25 22.66 

Ｍ２０ 20.0 180 24 200 1130 57.57 35.21 

Ｍ２４ 24.0 196 28 220 1354 79.31 50.73 

Ｍ３０ 30.0 250 35 280 2199 128.75 80.62 

カプセル型 ボルト 

《接着系アンカー》 
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（参考文献）許容引張力をトルクから求める式（参考文献） 

ナットを締付けるために回す力（トルク）の大きさは発生する軸力とボルトの呼び径の積に比

例し、その比例定数をトルク係数という。この理論を応用して、下記の式でトルク管理で施

工ができる。参考文献（５）の式に安全係数を考慮した。 

 

Pa
T

k d
A


  

 

 

 

 

 

 

  注記 

今後機器固定で使用するアンカーボルトの許容力は表１３．１～表１３．６の数値を使用する 

こと。 

また、メーカーの数値を使用する場合は、各自の責任のもと評価して使用すること

 

Pa： 許容引張力（N） 

T ：トルク（N･cm） 

d ： ねじの呼び径（cm） 

k ： トルク係数（通常 0.2 として計算する。） 

A ： 安全係数   短期荷重  １/２ 

                 長期荷重  １/３ 
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医用画像診断装置の耐震設計指針解説 
 

 

１．目   的  

１９９５年１月１７日に起きた阪神淡路大震災の被災を契機に、地震時における画像診断装置の移

動・転倒・落下による、直接的あるいは間接的に患者や患者の状態観察を行う医療関係者に危害を与

えたり、画像診断装置としての基本機能の喪失を招くことを防ぐことを目的に、２０００年に指針JESRA 

X-0086
-2000

が制定された。 

阪神淡路大震災の被害状況、画像診断装置の転倒と移動を防ぐことができれば、目的の相当部分

をカバーできるとの考えから、指針では画像診断装置の転倒・移動防止に力点を置いている。  

２０１１年３月には東日本大震災を経験し、これを契機に、「医用画像診断装置の耐震設計指針｣ の

見直しを行い、今回 JESRA X-0086*A
-2017

に改正した。 

 

 

２．適用範囲  
比較的軽量な装置については、市販のバンドで固定したり耐震シートを敷いたりすることで十分に耐

震効果が期待できるため、それらの簡易的な対策では被害を防ぐことのできない大型装置を対象とし、

対象装置の質量を100kg以上とした。100kg未満の装置についても、その機能の重要度や設置される

場所などにより、適切な対策を行う場合もある。  

 

 

３．用語の意味 
 (１) 地震の加速度（α） 

    地震の振動加速度の最大値。 
（２) 設計用地震力（F） 

地震によって装置の重心に働くと想定する慣性力。 

 （３） 設計用震度（K） 

地震の加速度αを重力加速度をｇで割った数値。 

 （４） コンクリート設計基準強度（Fc） 

    コンクリートを打込んで４週間後の圧縮強度。 

 

 

４． 耐震計算上の基本条件 
４．１ 設計用地震力（F） 

     地震の際に装置の重心に加わると想定する設計用地震力として、水平地震力（FH）と鉛直地震力

（FV）を考慮する。 

  
４．２ 設計用水平震度（KH） 

（１）地域係数Z 

地域係数Zは、建築基準法施行令第88条の規定に基づく昭和55年建設省告示第1793号で最大 

1.0として規定されているが、装置の設置される地域を設計の段階で特定することができないため本

指針では最大値を採って1.0とした。 

 

（2）設計用標準水平震度Kｓ 

設計用標準水平震度は、施設と装置の重要度に応じた耐震クラスと装置が据付けられる階によっ

て決まる。  

耐震クラスに関しては、災害応急対策活動の拠点となる病院とそれ以外の病院とで分けた適用とし

たがユーザの指定があればそれが優先する。ただし、指定されたクラスの震度に耐えるためには、装
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置側の対応だけでは十分ではなく、床のコンクリート強度や厚さなど建物の構造にも大きく左右される

ことに留意する必要がある。 

装置が据付けられる階に関しては「1階や地階」に据付けられることをが多いためそれを前提した値

とした。 

P.4の(4.3)式は局部震度法による計算式であり、地震による地面の揺れの加速度（地動加速度）は

設定されていないが、P.4の表4.1の設計用標準水平震度は地動加速度400cm/ S2(Gal)を前提とした

値である。ちなみに、気象庁が定めた震度階では、地動加速度250～400cm/S2を震度６、400cm/S2

以上を震度７としている。  

 

４．３ 免震構造の建築物における設計用水平震度 

最近の建築物では、免震構造を採用するケースが増えている。このような建築物に装置を設置する 

   場合には、非免震建築物に設置する場合の厳しい固定条件を適用する必要はないため、文献を参 

考に免震建築物における設計用地震力を新たに規定した。  

ただし免震構造の建築物の地震時の挙動については、採用している免震構造や建物の構造によ 

って一件一件異なるため、設置する建築物の動的な地震応答解析等から応答加速度を算出し、設計 

用水平震度を求めることが必要である。  

また一般的に、免震構造では水平方向の振動は吸収できるが鉛直方向の揺れは吸収できないも 

のが多いため、鉛直方向の設計用地震力については、原則として非免震建築物に関するものと同じ 

規定とした。 

 

 

５． 装置の耐震性 
（１） 据置装置はコンクリートの床にアンカで固定するのが一般的であるため、その計算方法については、

第9項で詳述した。 

  

（２） 壁際に設置する制御キャビネットは、スペース効率の観点から水平投影面積を小さくして背を高くし

た形状が一般的である。したがってコンクリート床への固定だけでは、地震力に耐えられる構造にする

ことが困難である。一方、壁面に固定することで制御キャビネットの耐震性が飛躍的に増すのは確実

であるが、壁面固定部がどれだけの強度を持つかは壁の構造によって大きく左右され、かつその値を

計算で求めることは至難である。  

このような現状から、壁面固定に関しては「固定できる構造にすること」だけを規定し、その強度につ

いては規定しない。ただし、石膏ボードに固定するといった方法では全く強度が無いのは自明であり、

軽量鉄骨間仕切り構造に渡した横架材にボルト固定する方法など、適切な施行を前提とする。  

また、壁面への固定だけでは十分な耐震性を得られるとは言い難いため、確実な固定強度が得ら 

れる床固定も合わせて行うことにした。  

 

（３） 装置を構成する個々の部材の強度に関しては、IEC60601-1(2012)で規定されている安全率を有す 

る部材であれば、設計地震力として想定した力が加わったとしてもその安全性は十分に保たれると考 

える。 

  

（４） キャスタ付きの装置に関する耐震性に関しては公的に規定されたものはないが、参考文献(８)を参考 

にして、IEC60601-1に規定されている安定性を満たすことで一定レベルの耐震性が得られると判断し 

た。  

 

（５） 天井式保持装置と床上式保持装置に関しては、走行可能な形態になっていることから、設計用地震 

力が働いても動かないだけのブレーキまたはロックを持たせることは至難である。たとえば800kgの質

量を持つ保持装置に1.5Gの設計用水平地震力が働くと想定すると、12,000N(約1,200 kgf)からの抵抗

力がなければ動いてしまうが、これは非現実的な要求である。このため、現実的に可能な水準を考慮

し、基準を自重の6%に置くものと定めた。 
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また、通電時のブレーキは電磁石の吸着力によることが多いのに対して、非通電時のブレーキ力は

永久磁石の吸着力によることが多く、通電時よりもブレーキ力が落ちるのが一般的である。このような

事情と、非通電時には機器の近くに患者がいる可能性は低いため、通電時と非通電時とで異なる内

容とした。  

 

（６） 上述のように、保持装置の走行を強固にロックすることは難しいが、最悪でも保持装置が走行部から

脱落して落下や転倒することだけは防がなければならないため、走行部のストッパの強度に関する項

目を加えた。  

ただし、地震の際の保持装置の挙動には種々の要因が関係するために、ストッパに加わる力を予 

め予測することは難しい。従って、装置の設計に際しては、ストッパの強度だけに依存するのではなく、

保持装置の動きを押さえる適切なロック手段と、保持装置がストッパに当たった時の衝撃を緩和する

適切な緩衝手段を合わせて考慮することが必要である。  

 

 

６. 装置の固定設置の手順 

      装置の固定設置のための手順を記載した。 

 

 

７. 施設の構造・材料による固定方法  

装置の耐震固定とは、地震の加速度によって受ける外力に対して、装置が建築物の主要 

構造部（柱，梁，スラブ）と一体になることによって転倒や移動を防ぐことである。 
装置と主要構造部を結合する接点となるアンカーボルトは、母材（アンカーボルトを埋め込 

む建築材）に固着され、さらに母材自身が主要構造部でない場合には母材が主要構造部と 

確実に固定されて、初めてその耐力が得られる。すなわち、装置を固定する、床・壁・天井の 

構造と材料が母材としてどのような特性をそなえているか判断し、予想されるアンカーボルト 

にかかる力に適した母材であるか判断が必要となる。 

 

 

８．アンカーボルト 

アンカーボルトの種類とあと施工アンカーボルト標準施工手順、アンカーボルト耐力検査 

   方法を記載した。 

     また、あと施工アンカーボルトの許容力の計算式を、記載した。 

      ８．４．３項の計算式と図は、参考文献（２）より引用した。また図８．１と表８．１～８．４は、参 

考資料（３）、（４）からの引用した。 

 

 

９．装置設置の方法 

医用画像診断装置には、床据置形、天井吊り下げ形や、壁取付形、さらに移動して使用 

するキャスター付などのさまざまな形態がある。ここでは、その種類ごとに固定方法、計算方

法、施工の注意事項、使用上の留意事項についてまとめた。 

 

 

１０．設置資料への記載事項 
      設置資料に記載すべき、装置の耐震計画に際し必要となる項目を記載した。 

 

 

１１．建築施工上の対応 

     建築施工上の注意点として、コンクリート設計基準強度やフリーアクセスフロアの構造や軽

量鉄骨間仕切の仕様、床耐荷重について記載した。 
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１２．参考文献 

      本指針作成にあたり、参考にさせて戴いた文献を記載した。 

 

 

１３．資料：あと施工アンカーボルトの種類と許容力 
       使用頻度の高い、芯棒打込み式（おねじ式）、内部コーン式（めねじ式）、本体打込み 

（めねじ式）、スリーブ打込み式（おねじ式）、ウエッジ式(おねじ式)の５種類の金属拡張 

アンカーボルトと接着系アンカーボルト１種類の計６書類について検討した。 
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